



























































































































































































































































































































メント(2, 626mtk),自動車類(1, llOmtk),紙(3, 290mtk),石灰石(846mtk)
などであった。
　これらの主要物資の輸送のために，1965年以後倉庫，臨海鉄道あるいは
物資別ターミナル会社の設立が相次いだ。臨海鉄道会社は，古くからあっ
たがその数はわずかに数社程度であり，京葉臨海鉄道会社や神奈川臨海鉄
道などは1960年代の初めに設立された。　しかし，大半は1965年以後になっ
て設立されたものである。名古屋臨海鉄道（1965年設立），鹿島臨海（1969年
設立），新潟臨海（1969年設立）が先行し，1970年には，水島臨海，秋田臨
海，ハ戸臨海，仙台臨海の４社が設立されている。これらの臨海鉄道は19
60年代の前半における臨海工業地帯の開発によって工業立地が臨海部に展
開されたのに対処するためであり，臨海部から発生する原材料などの大量
輸送を行うための戦略であった。
　それと同時に，物資別ターミナル会社として，東京液体化成品センター
　（1967年設立），東京食品ターミナル（1965年），北海道農産品ターミナル
　（1965年），関西化成品輸送（1965年），日本オイルターミナル会社（1966
年），飯田町紙流通センター（1966年），セメントターミナル会社（1972年）な
どが相次いで設立された。　しかし，これらのターミナルを経由する貨物輸
送は1970年代に初めには減少に転じ，石炭，セメント，石灰石，石油の主
要４品目（４セ）だけが主要貨物となった。その後，石炭輸送も減少し，残
りの３品目（３セ）が鉄道輸送の主要貨物となった。労使関係の悪化によ
るストライキと国鉄財政悪化による大幅な運賃値上げから，鉄道輸送に対
する信頼性が低下したことが原因である。 1960年代の初めに減少に転じた
たのは，石炭，木材，鮮魚などの一部の貨物であったが，1970年代になる
と砂利，鉄鋼，化学肥料，化学薬品，自動車などが鉄道から離れていった。
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1980年代になると石油，石灰石，セメントまでも減少するようになった。
石油輸送は1978年(18,802千トン）をピークに，石灰石輸送は1976年（1,6841
千トン）をピークに減少に転じた。しかし，その後も石油，石灰石，セメン
トが鉄道輸送の主要３品目であることには変わりはない。
　これらの貨物は工場から出荷され，物資別ターミナルに輸送されるのが
普通であり，工場の専用側線から大量にかつ定型的に出荷されてきた。専
用側線は1956年までは請願側線として荷主の要請と負担によって建設され
てきたが，専用線貨物の重要性が認識されるようなり，積極的に導入され
るようになった。1965年には全国で専用側線は, 3,116線に上り70年には
3,075線であった。その扱トン数（発着トン数）は一時は２億557万トン（国
鉄発着トン数の57.95％）にまで及んだが，相次ぐ労使紛争から1980年代には
急激に萎んでいった。それは輸送日時の不確実性によるところが大きく，
列車単位の発着貨物以外はトラック輸送に転換していった。残った貨物が
専用線から物資別基地にとって代わったのである2）。いずれにせよ，これ
らの物資別専用貨車・列車政策は，コンテナ化政策と共に，従来の集結輸
送体制から脱皮するための戦略であり，列車単位の大量・高速輸送を目指
した戦略であった。特に臨海部から内陸部に向かう専用貨物列車によって
輸送される大宗貨物にはいまでも鉄道輸送が大きな役割を果たしている。
おそらく将来も鉄道輸送の重要な輸送市場であり続けるものと思われる。
－191（14）－
　５．鉄道貨物輸送の衰退過程
　以上の２つの経営戦略は，鉄道輸送が陸上輸送の独占時代からトラック
輸送との競争時代に転換する過程で採られてきた積極的な経営戦略であっ
た。その戦略は，列車体系の高速化・到着日時の明確化などを中心にした
輸送システムの再構築であり，戦略的コア市場の確保を目的にするもので
あった。それは集結輸送の全面的否定であり，新しい高速直行体系を確立
するための歴史的転換でもあった。その不可避的な結果は輸送量の大幅な
減少であった。
　表２は，1960年度からおよそ30年間の輸送量（トン数とトンキロ）の推移
を示したものである。 1965年から70年にかけて輸送量が増加しているの
は，コンテナ輸送が増加したことの反映である。　しかし，コンテナ輸送の
増加にもかかわらず，1970年代にはトン数，トンキロ共に減少に転じてい
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る。これは前述のように石油や石灰石など一部の拠点間直行輸送が増加し
たにもかかわらず，その他の車扱輸送が低下したことによるものである。
　鉄道輸送の典型的な輸送システムは，前述のように多数の発駅からヤー
ドに集結して列車に編成し，列車単位で幹線を輸送(Trunkline)し，到着
駅で解結して配達するものである。鉄道が陸上輸送において独占的地位を
占めていた時には，輸送需要が多いためヤード｀への集結が早く，したがっ
て発着に要する時間も比較的早かった。　しかし，輸送需要の一部がトラッ
ク輸送に転換すると，ヤードヘの集結に時間がかかり，したがって列車編
成に要する時間が遅延するようになる。そのため列車が遅延してしまうこ
とになる。その結果，需要はさらに低下するという悪循環に陥ってしまう
のである。その悪循環を断ち切るために到着時間の遅延を少なくしようと
すれば，連結車両数を少なくして運転することを余儀なくされる。前述の
ように，1965年以後，コンテナ化が進み，物資別輸送が増加するにつれて
ヤードの利用効率が低下し，貨車の運用効率（稼働率）の低下，１列車当た
りの牽引車両数の低下が避けられなかった。フレート・ライナーの運転が
始まった1969年には在籍車両数は169千両にまで増加したが，その運用効
率はわずかに17.9％にまで落ちていた。　１列車の牽引車両数も1960年には
平均34.7両であったものが，1965年には32.0両に，1969年には27.7両にま
で低下した。いわゆる「軽引列車」が多くなったのである。このように鉄
道とトラックの競争が激化するにつれて鉄道輸送に適する貨物とトラック
輸送に転換する貨物が分離されるようになり，ヤード経由の貨物は減少し
ていった。鉄道輸送政策においてコンテナ化と物資別輸送が重視されたた
め，そのこと自体がヤード集結輸送の減少に拍車をかける結果になったこ
とも無視できない。高速直行列車が重視された結果，1970年代の前半に
は，ヤード経由列車の比率が48％まで低下した。いずれにせよヤード集結
輸送は，年々非効率な輸送システムになってしまった。そのためヤード集
結輸送を廃止しなければ貨物輸送の経営収支の改善は期待できないという
　　　　　　　　　　　　　　－189（16）－
見方が強くなっていった。こうして1978年10月のダイヤ改正（「53 ・ 10のダ
イヤ改正」）において貨物駅集約，ヤードの削減計画（基幹ヤード(47),準基
幹ヤード(47),補助ヤード(129),計196にする計画）が打ち出された1）。最終的
に，ヤードの全廃方針が明確になったのは，1984年２月のダイヤ改正の時
である。ヤード集結方式の廃止を巡っては反対意見もあったが，遂に全廃
することとなった。貨物輸送の収益性が極度に低下していたからである。
　民営化直前の1986年11月のダイヤ改正では，民営化後の輸送計画を次の
ように立案した。貨物駅数約300駅（1971年対比14％），貨車数約２万両（同
14％），充当人員約１万人によって輸送トン数6,300万トン（同33％），219億
トンキロ（同36％）の輸送を行うという計画である。現在では，概略車扱貨
物が4,400万トン，コンテナ貨物がおよそ2,000万トンの輸送量であり，コ
ンテナ輸送は2,000万トンにまで増加したとはいえ，車扱輸送は減少傾向
を脱していない。
　　1) 53・10時刻改正は，輸送力の抜本的削減を打ち出した最初の政策であった。
　　　　1.輸送力と輸送量の乖離の解消，2.固有経費で収支均衡を達成する，とい
　　　　う２つの目標を掲げたのである。この際の削減計画は，55 ・10時刻改正，
　　　　57・ 11時刻改正において促進された。57 ・11時刻改正では，はっきりと
　　　　ヤードの廃止，拠点間直行への特化が打ち出された。
　６．鉄道貨物輸送の課題
　国鉄民営化以後の鉄道貨物輸送は，旅客輸送が６社に分割されたのとは
違い，全国１社体制で経営されている。旅客会社から線路の賃借契約に基
づいて経営が行われている点が貨物会社の特徴である。このことは，列車
運転について旅客会社と貨物会社の間で線路利用の按分に問題が発生しや
すいことを意味する。事実，1987年から91年にかけて輸送需要が急増した
時に，列車の増発が困難な事態が発生した。
　鉄道のコンテナ輸送がトラック輸送と互角に競争できるのは，輸送距離
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が800キロ以上の都市間輸送においてである。東京一札幌（北海道），東京－
福岡（九州）などの区間ではコンテナ輸送がコスト競争力に優れており，
時間的にも競争上不利だとはいえない。その意味で，北海道や九州と大都
市を結ぶ区間は鉄道輸送が強い競争力をもつ市場である。同様に，石油や
セメントのような大量輸送貨物においては臨海部から内陸向け輸送に鉄道
が広く活用されている。しかし，これらの市場は貨物輸送全体から見れば
微々たるものであり，それ以外の市場の開拓がなければ，近い将来輸送量
が増加することは期待できない。
　近年，日本の貨物輸送システムはトラック輸送に依存し過ぎているとい
う意見が多くなってきた。道路混雑，トラック輸送につきまとう環境問
題，あるいはエネルギー効率などからみて，過度にトラック輸送に依存す
るすることは長期的に望ましくないという意見が多くなってきた。加え
て，若年労働力の減少のため長距離トラック・ドライバーの不足も心配さ
れている。中でも環境問題については社会的センシティビティーが年々高
まっている。そのため鉄道輸送のさらなる再構築が必要だという意見が強
くなってきた。　しかし，それを実現するためのシナリオはまだ用意されて
はいない。
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